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令和８年７月１７日

（午前１０時００分　開会）
○篠福祉のまちづくり担当課長　
　　それでは、定刻となりましたので、第１５期東京都福祉のまちづくり推進協議会第５回専門部会を開催いたします。
　　本日は、お忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうございます。
　　私は、本日事務局を務めます東京都福祉局生活福祉部福祉のまちづくり担当課長の篠でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
　　初めに、注意事項を申し上げます。当会議は公開となっております。あわせて、会議の議事録は東京都ホームページで公開をいたします。また、本日の会議は、会議室参加とオンライン参加の併用方式で開催をしております。委員の皆様の中には、視覚や聴覚に障害のある方もいらっしゃいますので、ご発言の際は、冒頭にお名前をおっしゃっていただきますようお願いいたします。会場にいらっしゃる委員の皆様のご発言の際は、職員がマイクをお持ちいたします。
　　次に、オンラインで参加されている委員の皆様へのお願いです。会議中は、委員の皆様にお顔が見えますように、ビデオはオンの状態にしていただき、マイクはオフの状態でお願いいたします。ご発言の際は、Ｔｅａｍｓアプリの挙手機能でお知らせをいただき、部会長のご指名後にマイクをオンにしてご発言をお願いいたします。
　　音声が聞こえないなどの不具合が発生した場合は、チャットで主催者を選択し、メッセージを送信してください。メッセージが送信できない場合は、事務局のメールアドレス宛にメールをお送りくださいますようお願いいたします。
　　続きまして、お手元の資料を確認いたします。
　　まず本日の会議次第です。続いて、配付資料です。資料１、今後のスケジュール。資料２－１、都におけるバリアフリー化の主な進捗状況。資料２－２、都におけるバリアフリー化の進捗状況について。資料２－３、「東京都福祉のまちづくり推進計画」（令和６年度～令和１０年度）の事業の実績。資料３、第４回専門部会での主な意見。資料４、第１５期東京都福祉のまちづくり推進協議会意見具申（案）。資料５、東京都福祉のまちづくり条例施設整備マニュアルの改訂について。資料６－１、「共生社会の理念に賛同する企業・団体」について。資料６－２、「東京都障害者ＩＣＴ総合支援センター」について。
　　続きまして、参考資料は次第に記載のとおり、１から３までございます。
　　また、会議室でご出席の方には、資料以外に冊子を５点お配りしています。東京都福祉のまちづくり推進計画。区市町村・事業者のための「心のバリアフリー及び情報バリアフリー」ガイドライン。「心のバリアフリー」の実践に向けたハンドブック。東京都福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル。東京都福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル（令和７年１２月追補版）。この５点の冊子は会議終了後に回収いたしますので、お帰りの際には、そのまま机上に置いていただけますようお願いいたします。
　　以上、不足がございましたら、事務局にお知らせください。
　　よろしいでしょうか。ありがとうございます。
　　次に、委員の皆様の出席状況をご報告いたします。本日は、オンラインでご参加の方を含め、２２名の委員の方々にご出席いただいております。
　　藤井委員、小山委員、本田委員はご都合により欠席されております。
　　なお、宮脇委員におかれましては、ご都合により、１０時４５分に退席する旨、伺っております。
　　続きまして、東京都の出席者をご紹介いたします。
　　矢島事業調整担当部長でございます。
　　福祉のまちづくりに関しましては、関係局の課長が福祉局の福祉のまちづくり担当課長を兼務しておりますので、ご紹介いたします。
　　財務局建築保全部高柳技術管理課長でございます。
　　都市整備局市街地建築部大塚建築企画課長でございますが、業務都合により、代理で馬場建築行政専門課長が出席しております。
　　建設局道路管理部宮岡安全施設課長でございます。
　　建設局公園緑地部橋本公園建設課長でございますが、業務都合により代理で齋藤統括課長代理が出席しております。
　　交通局建設工務部村岡建築課長でございますが、業務都合により代理で高山鉄軌道建築物専門課長が出席しております。
　　事務局職員の紹介は以上でございます。
　　次に、庁内関係課長をご紹介いたします。
　　都市整備局都市基盤部荒井交通企画課長でございます。
　　福祉局障害者施策推進部小泉共生社会推進担当課長でございます。
　　では、議事に先立ちまして、事業調整担当部長の矢島よりご挨拶申し上げます。
○矢島事業調整担当部長　おはようございます。福祉局事業調整担当部長の矢島でございます。
　　委員の皆様には、お忙しいところ、また、お暑い中、第１５期福祉のまちづくり推進協議会第５回専門部会にご参加いただき、誠にありがとうございます。
　　さて、前回４月の第４回専門部会では、意見具申提出に向け、骨子をお示ししたところでございます。この骨子を基に、これまでの委員の皆様からのご意見を踏まえ、意見具申案を作成いたしました。本日、この内容につきまして、ご議論いただきたいと考えております。委員の皆様の豊富な知見やご経験を基に、この意見具申案につきまして、盛り込むべき内容の最終確認という観点からご意見をいただけますと幸いでございます。
　　次回は、９月から１１月頃に開催を予定しております第２回福祉のまちづくり推進協議会において、意見具申についてお諮りする予定でございます。引き続き委員の皆様のお力添えをいただきますよう、どうぞよろしくお願いいたします。
○篠福祉のまちづくり担当課長　それでは、これ以降の進行につきましては、髙橋部会長にお願いしたいと思います。髙橋部会長、よろしくお願いいたします。
○髙橋部会長　皆様、おはようございます。部会長の髙橋です。どうぞよろしくお願いいたします。大変暑くなってまいりましたので、ぜひお体にはご自愛いただければと思います。
　　それでは早速、議事を運営させていただきたいと思います。
　　最初に今後のスケジュール、資料１でしょうかね。議題に入る前に、スケジュールについて事務局からの説明があるということですので、よろしくお願いいたします。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　それでは、資料１、今後のスケジュールをご覧ください。
　　第１５期の意見具申に向け、第２回専門部会で心のバリアフリーの、第３回専門部会で情報バリアフリーの論点整理について、第４回で意見具申の骨子案についてご議論をいただきました。本日、第５回専門部会では、これまでのご議論を踏まえた意見具申の案をお示しし、ご議論をいただきます。そして、９月から１１月頃に開催を予定しております第２回福祉のまちづくり推進協議会におきまして、意見具申についてお諮りする予定でございます。
　　スケジュールの説明は以上でございます。
○髙橋部会長　ありがとうございます。
　　先ほどの部長の話もありましたが、９月から１１月頃に第２回の推進協議会での意見具申に向けて、今日が検討の最終回になります。３回ほど意見具申について議論させていただきましたけれども、もうあっという間に時間が過ぎていくという、そういう状況にあります。今日は最終回という意味で、皆さんから多くのご意見をいただければと思います。今日オンラインで参加されている方もたくさんいらっしゃいますので、ぜひ遠慮なくご発言いただければ助かりますので、よろしくお願いいたします。
　　まず、このスケジュールについて、何か皆様方からのご意見等ございましたらお願いをしたいと思います。
　　よろしいでしょうか。
　　ありがとうございます。それでは、早速議事に入っていきたいと思いますけれども、まず、議事では（１）意見具申の検討と入っておりますが、その前に全体のこれまでの進捗状況等について、資料２－１、２－２、２－３で、ご説明をお願いしたいと思います。よろしくどうぞお願いします。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　それでは、都におけるバリアフリー化の進捗状況につきまして、資料２－１から資料２－３を用いて説明をさせていただきます。
　　まず最初に、資料２－１をご覧ください。
　　都におけるバリアフリー化の進捗状況ですが、１枚目はハード面について記載をしております。資料上部の宿泊施設のバリアフリー化の枠から、時計の逆回りで順を追ってご説明をさせていただきます。
　　まず、建築物に関してでございますが、宿泊施設の客室等のバリアフリー改修を支援するための補助金につきましては、令和７年度の実績は２９件となり、前年度の２５件から４件増加をしているところでございます。
　　続きまして、その左から鉄道駅についてでございます。都内鉄道駅の車椅子使用者対応トイレの整備状況については、令和７年度末で９７．５％となっております。
　　その左の都内鉄道駅のエレベーター等による段差解消につきましては、令和７年度末で９８％となり、着実に整備が進んでいるところでございます。
　　その下、ホームドアの設置状況については、令和７年度末で６２．３％ということで、一層の取組を進めているところでございます。
　　なお、都営地下鉄については、これらの三つの設備は１００％整備をされております。
　　その下からは道路に関してでございます。エスコートゾーンの整備箇所数については、令和７年度末で１，０５７か所となっております。
　　その右ですが、都道のバリアフリー化につきましては、令和７年３月に策定した第２次東京都道路バリアフリー推進計画に基づき、令和７年度末で約４キロメートルの優先整備路線を整備しております。
　　その右の都道の無電柱化につきましては、電柱の地中化率は令和７年度末で４９％となっております。
　　その右、まちの面的なバリアフリー化については、令和７年度末で２１区１０市が基本構想を、６区４市が移動等円滑化促進方針、いわゆるマスタープランを作成しております。
　　その上からは、鉄道以外の公共交通です。ノンステップバスの普及状況ですが、令和７年度末で９６．８％、都営バスにつきましては、１００％ノンステップバスを導入しております。
　　その上のユニバーサルデザインタクシーですが、次世代タクシーの導入支援については、令和７年度末で２万１，４９８台の実績となり、都内を走るタクシー約４万台のうち約５割をユニバーサルデザインタクシーに転換いたしました。
　　以上がハード面の整備状況でございます。
　　１枚おめくりいただきまして、続いてソフト面の状況についてご説明させていただきます。ソフト面は大きく分けまして、情報のバリアフリーと心のバリアフリーに取り組んでおります。
　　まず、左の情報バリアフリーについてでございます。車椅子使用者対応トイレのバリアフリー情報のオープンデータ化につきましては、各鉄道会社や区市町村などのご協力をいただいており、令和７年度は、９，４３６基の情報を公表いたしました。このオープンデータにつきましては、織田委員のところでもアプリを作成していらっしゃいますが、引き続き様々ご活用いただけるよう、取り組んでいきたいと考えております。
　　続いてその右隣、バリアフリーマップですが、都はバリアフリーマップを作成・更新する区市町村を支援しており、令和７年度は５区３市がバリアフリーマップを作成・更新しております。
　　その下、とうきょうユニバーサルデザインナビにつきましては、これは誰もが外出に必要な情報を容易に入手できるよう、バリアフリー情報を集約したポータルサイトでございます。ユニバーサルデザイン設備のピクトグラム表示やＧＰＳ連動による現在地表示の追加、ユニバーサルデザインフォントの導入など、より便利にお使いいただけるよう、工夫して情報発信をしております。
　　続いてその下、デジタル技術を活用した聴覚障害者コミュニケーション支援につきましては、遠隔手話通訳や筆談、音声認識などが可能な遠隔手話通訳システムを導入したタブレットを都庁内に貸し出すなどの取組を通じて、情報保障の確保に努めております。
　　続きまして、右側の心のバリアフリーをご覧ください。
　　心のバリアフリーでございますが、上の枠は、ユニバーサルデザイン学習ということで、学校等での体験学習などに取り組む区市町村を支援しております。令和７年度に都から補助をしておりますのは、１０区２市でございますが、取組としては全ての区市町村において、心のバリアフリーに関する取組を実施しております。
　　続いて、その下、高齢者・障害者などの当事者参画につきましては、当事者参加のまち歩き点検をした上で、整備を行う区市町村に対して支援をしており、令和７年度は１７区１４市２町へ補助を実施いたしました。
　　さらにその下、都民への普及啓発については、これまでに、例えば小中学生を対象としたポスターコンクールやサポート企業連携事業、ヘルプマークの推進などの様々な普及啓発を行っております。
　　資料２－１につきましては以上でございます。
　　続きまして、資料２－２をご覧ください。こちらは、福祉のまちづくり推進計画に主なバリアフリー化の進捗状況として掲載をしておりまして、毎年度、時点更新をしてご報告をさせていただいているものでございます。
　　まず、１ページでございます。
　　福祉のまちづくり推進計画の五つの分野ごとに掲載をしているものでございます。１ページからの１、交通機関、道路等のところですが、この分野は全部で３６の計画事業がございます。その進捗状況について、主なものを交通機関、道路、面的なバリアフリー整備の三つに分けて記載しております。
　　（１）の交通機関の実績は、先ほど資料２－１でご説明しましたものと同様の内容を掲載しておりますが、様々な事業に取り組み、引き続きバリアフリー化の促進を図っているところでございます。
　　続きまして、２ページ下段にございます（２）の道路につきましては、先ほどご説明した優先整備路線の整備のほか、３ページ上段にございます歩行者感応式信号機、視覚障害者用信号機、エスコートゾーンの整備など様々な事業を計画的に推進しており、横断歩道上における歩行者や視覚障害者の安全性の向上に努めているところでございます。
　　続きまして、３ページ中ほどから４ページに記載の（３）面的なバリアフリー整備につきましては、バリアフリー基本構想やマスタープランを策定するなど、地域住民とも連携しながら、面的なバリアフリー整備を実施しております。
　　続きまして、４ページ中ほど、２の施設等の分野では、３６の計画事業がございます。それを建築物、公園、公共住宅に分けて、主なものを記載しております。（１）の建築物につきましては、福祉のまちづくり条例の届出件数やバリアフリー法の認定件数などを記載しております。
　　５ページ中ほどをご覧ください。
　　取組の評価としましては、バリアフリー法や建築物バリアフリー条例、福祉のまちづくり条例に基づき、毎年度着実に建築物のバリアフリー化が進んでいるところでございます。
　　その下（２）の公園に関する取組の評価としましては、全ての利用者が安心・快適に利用できる都立公園の整備を着実に進めているところでございます。
　　また、５ページ下段から６ページの（３）の公共住宅・民間住宅に関する取組につきましては、こちらに掲載しているもののほかにも様々な事業に取り組んでおりまして、取組の評価としましては、公共住宅や民間住宅において、ハード面のバリアフリー化のほか、福祉サービスと連携した住宅供給を促進するなど、高齢者や障害者が安全・安心に暮らせる住環境の整備を進めているところでございます。
　　続きまして、６ページ下段、３の情報バリアフリーにつきましては、全部で３８の計画事業がございます。先ほど資料２－１でご説明したものに加え、点字による即時情報ネットワーク事業などにより、視覚障害者にとって分かりやすい情報提供に取り組むほか、次の７ページにあります手話のできる都民育成事業などにより、手話通訳者の養成や手話の普及啓発に取り組んでいるところでございます。取組の評価としましては、障害者の福祉の向上や社会参加の促進に向けた取組について様々な手段により、情報バリアフリーを推進しているところでございます。
　　続きまして、７ページ中ほどの４の心のバリアフリーにつきましては、全部で４４の事業がございます。様々な方法で心のバリアフリーの普及啓発に取り組んでいるほか、次の８ページにありますヘルプマークの推進や身体障害者補助犬給付事業、駅前放置自転車対策、小学校から高校までの福祉教育の充実などに取り組んでおります。取組の評価としましては、心のバリアフリーに向けた様々な普及啓発に取り組むとともに、障害者の社会参加を促す取組等を進めることで、都民の理解促進を図り、心のバリアフリーを推進しているところでございます。
　　最後に５の誰一人取り残さないための災害時・緊急時の備えにつきましては、１４の計画事業がございます。
　　９ページをご覧ください。
　　取組の評価としましては、災害時における要配慮者対応の普及啓発やヘルプカードの作成で区市町村を支援するなど、災害時及び緊急時に備えた取組を進めているところでございます。
　　資料２－２の説明は以上となります。
　　福祉のまちづくり推進計画に位置づけられている１５８全ての計画事業の計画策定時の目標と令和７年度実績につきましては、資料２－３に取りまとめてございますので、後ほどご覧いただければと思います。
　　バリアフリー化の進捗状況の説明につきましては、以上でございます。
○髙橋部会長　ありがとうございました。令和７年度までの全部で１５８事業、少しそれをグルーピングしておりますけれども、進捗状況についてご説明をいただきまして、ありがとうございます。
　　それでは、ここについて時間は限られておりますけれども、皆様方のご意見、気になったところがありましたらお聞かせいただければと思いますが、いかがでしょうか。オンラインの方も遠慮なくお話をいただければと思います。お名前と所属をおっしゃっていただいてご発言いただければと思います。
　　それでは、会場から内田委員、お願いいたします。
○内田委員　公募委員の内田修と申します。
　　資料２－２の２ページ目について、意見を申し上げます。中段のところにタクシーの表がございますが、この表題の修正及び数値の追加を提案いたします。表題を補助実績とせず、導入支援実績と文章どおりに変えてはいかがでしょうか。
　　それから、表の令和４年度枠を、４年度までの累計枠へと変え、さらに、最後に２万１，４８９台、これ文章にございます数字実績ですが、これを最後の7年度までの累計枠である計として追加してはいかがでしょうか。文章を読んでおりますと、文章中の台数は累計、一方、表の台数は単年度数値のみで分かりづらいので、一致させて分かりやすくと思い提案した次第です。
　　細かな点ですが、以上でございます。
○髙橋部会長　ありがとうございました。２ページですが、ユニバーサルデザインタクシーの補助実績、実際に補助をしているので、この表現の仕方を上のほうでは、タイトルでは導入ということですので、その指摘がありました。
　　それから、文章で説明が書いてあるんですけれども、４万台のうち約５割の実数、そこについても全体の合計ということですけれども、合計表現については、全体にもちょっと関わってくるかというふうに思いますが、これについての事務局でお考えがありましたら、いかがでしょうか。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　ご意見ありがとうございます。こちらにつきましては、所管局とも相談をいたしまして、どのような記載ができるかということを検討したいと思います。ありがとうございます。
○髙橋部会長　ありがとうございました。ほかいかがでしょうか。
○川内委員　川内です。
　　同じくタクシーのところなんですけれども、ご存じのように、国交省がそのタクシーを、従来は圧倒的にジャパンタクシーが多いわけですけれども、そのシエンタ型とかいうようなちょっと小型のものをその導入し始めていますよね。それで内訳、すごく当事者の側で気になっているのは、導入がやりやすいので、どんどんシエンタ型というか、その導入が増えて、そうすると、実は車高の高い大型の車椅子とか、車高の高い車椅子はそのシエンタ型では乗れないわけです。これ、導入しやすいので、特に零細なタクシー会社にとっては、新しい規格というのはとてもありがたいんですけれども、それしかない、特に過疎地という言い方もおかしいが、人口が密集していないところでのタクシー会社って零細なところが多いので、そこが全部シエンタ型になると、車椅子使用者が乗れない状況が起きてくるというのがあるので、例えば内訳という形で書いていただけないかなというような気がしています。
　　もう一つは、ジャパンタクシーって横乗りなんですけれども、実は都道というか、都内の車道の整備が非常に進み過ぎて、どこの車道も縁石のところにフェンスがたっているんです。なので、乗れるところは横断歩道の切り下げ部分しかない。横断歩道の切り下げ部分から乗ろうとすると、スロープが急勾配になって、スロープを長くつながなくちゃいけないとかいうような、じゃあ柵を取れという話でもないんですけれども、非常に利用の現場では、そういうジレンマを抱えているので、何とかその辺の工夫が考え出せないかなと。もちろん道路管理者との関係もありますけれども、現実に乗る場所がなく、あるいは降りる場所がないというようなところが駅前広場でも結構あるというのが一つ問題点としてあります。
　　運転手の接遇も徐々にではありますが、最近は、拒否はかなり少なくなってきていると思っています。それからもう１点、６ページの公営住宅ですが、全体的に見て、だんだんと建物が減っているというのは、恐らく人口、量を増やすという時代ではなくなったということなんだろうと思うんですが、②の区市町村公営住宅のバリアフリー化の進捗状況というのが、令和７年がぱたっとゼロになっていると、これの理由をお教えいただけませんか。
○髙橋部会長　ありがとうございました。それでは、ＵＤタクシーに絡むタイプについての指摘と、乗降のスペースの問題、それから大きな電動車椅子ですと、従来のジャパンタクシーでも乗りにくいというそういう問題もありますけれども。
　　もう一つ、数値がゼロになっているという公営住宅の、これ、まだ情報が入っていないということなんでしょうか。いかがでしょうか、事務局。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　こちらの区市町村公営住宅のバリアフリー化の進捗状況の令和７年度の実績につきましては、改めて確認をさせていただければと思います。ご指摘ありがとうございます。
○髙橋部会長　ありがとうございました。ＵＤタクシーの件については、担当の方にも、課題なんかもご指摘いただきましたので、その部分を含めて、次回の協議会でも構わないかと思いますが、何らかの形でご回答いただければと思います。
　　では、市橋委員よろしいでしょうか。
○市橋委員　市橋です。
　　毎年、こういう公表、進捗状況を見せていただいて、本当に僕らがやっぱり声を出して、それを東京都が受け止めて、進めていかないと実現できるのは難しいと思います。
　　例えば、ノンステップバスが１００％、僕も、全国の仲間に、威張って言えるような状況です。だから、幾つかの面で言わせていただければ、例えば、車椅子使用者対応トイレも拡充して、１００％に近いものになっていますけれども、私たち交通局と毎年話合いを持つことによって、ある障害者が、車椅子トイレの中にカーテンをつけてほしいと。異性介助だったらもっと嫌だし、同性介助としても、やはりトイレの中で見ていられるのは困るということを言っているわけ。
　　それから正直に言います。６年ぐらい前のときは、そんなのをつけたらカーテンに汚物をつけられてしまうではないかというような誤解をされたんですけれども、交通局が言ったわけですけれども、徐々に僕らが何回も何回も言ったときには、交通局から、東銀座の駅で実験をやっているということを聞いて、すごくうれしく思いました。どういうことかと言うと、やっぱり僕たちの声を交通局が受け取って充実していくんだと。
　　その中で、気づいたことを幾つか言わせていただきたいと思います。
　　一つは、１ページの下に案内サイン６件、数字書いてありますよね。そして、新宿駅、渋谷駅、池袋駅って書いてあるけど、これは、工事中のところを含めて、工事の進捗状況も踏まえて、こういう案内サインをやっているんですか。今日、新宿駅の西口を通ってきましたけれども、もう車椅子の人や普通の人でもそうだけど、怖くて通れないと。ですから、あのでっかいビルを壊して、２９階から３０階建てのビルを建てる計画、どういうことをやるかと、僕は思っているわけですけれども。
　　なぜ、これをわざわざ言うかと言うと、新宿駅とか渋谷駅も日々変わるわけですよね。それだけ、ここでこういうことを書くと、東京都がいいところだけ書いているというようなイメージをするんじゃないかと思って、むしろ、本当に日々変わるそういう工事状況を本当に的確に伝えていくには、どうしたらいいかということを考えて行かないと、東京都の信頼を損なうことになるんじゃないかと思って、ちょっと気づいたので意見を言います。
　　２ページの中ほどからちょっと下、ホームドアは都の優先整備の考え方というところがまだ残っているのかというところです。もうホームドアもエレベーターと一緒に１００％を目指すには、どうしたらいいかということを考えていく時期ではないかと思うんです。というのは、視覚障害者から言わせれば、付いている駅はいいけど、付いていない駅で落っこちて事故があり、死亡事故もあった。これ、一件でもあってはならないことなんです。それでやっていこうじゃなくて、１００％どう目指すか、ここではきちっと書いていく必要があるんじゃないかと思います。
　　最後、毎回僕は言っているんですけど、災害の問題を出していただいているんですけれども、今、東京都障害者施策推進計画をつくっています。推進計画にも災害があります。この災害の問題、まちづくりの面で、、総合的に災害弱者って僕は言っちゃっていいと思うんです。弱者という言葉が嫌いな人がいるかもしれませんけれども、もうちょっとやっぱり東京都は、まちづくりの問題か障害者施策の問題かどっちかじゃなくて、災害弱者総合計画みたいなのを出していき、本当に都民対して、東京都は総合的に、ハード面もソフトの面も考えているんだというところをちょっと厳しくいかないと、何となくお役所的なところがここで表れているのかという感じが僕はします。
　　以上です。
○髙橋部会長　ありがとうございました。市橋委員のほうから３点ほどいただきました。工事中に対してのデータは、案内サインの統一化の部分ですが、これも含まれているような数字なのかどうかというようなところですね。
　　実施駅の中に、渋谷ですとか、新宿ですとか現在の施工中の駅、東京駅の一部もそうですけど、そういったところの数値が実施駅に入っているのか。あるいはもう既に終わった、新宿駅ですと新宿駅の中にある部分が終わっているので、その部分についてカウントしているのかどうかというご指摘かと思います。あるいは工事中についてもしっかりやってほしいということだと思いますが。
○荒井交通企画課長　ご質問ありがとうございます。数字のカウントされている、されていないはちょっと確認が必要だと思いますので、そこは確認してからのお答えのほうが正確かと思います。
　　案内サインの統一に向けては、より分かりやすい案内サインの統一ということで取り組んでおりますので、ご質問は、災害時にも……
○市橋委員　新宿駅の西口を見たら分かるとおり、日々変わっているわけですよ。日々変わっている案内がきちっと、例えば視覚障害者、車椅子使用者にできているのかどうかとか、ここでは単純に新宿駅ではやっていますと書いてあるけど、日々変わってているわけではないですか。そこがどういう解消をしているのか聞きたいと思うんです。
○荒井交通企画課長　分かりました。現状、どうなっているのかはちょっと分からないんですけれども、ユニバーサルデザインの観点からも分かりやすい案内サインと表示の統一の推進というのは進めておりますので、ご意見いただきながら改善すべきところがあれば、今後の展開に生かしていきたいと思いますけれども、全体取組としてはご心配のところにも配慮しながら取り組んでいるというところでございます。
○市橋委員　今はＱＡでお答えいただいたとは思いますが、都が行く行くはやっていこうじゃなくて、今、困っているわけです、新宿西口で。どういう解消をしていけばいいか、新宿駅の西口で大変なことは毎日通っていたら分かるでしょう。どういう解消をしていかなければいけないか、本気になって取り組んでいただきたいと思います。
○髙橋部会長　ありがとうございます。私が交通関係を代弁するわけではないですけど、例えば仮設的な施工中の案内サインについても、基本的な考え方に基づいたり、ユニバーサルデザインの考え方に基づいてやっていることは間違いないと思います。ただ、それが適切な位置なのかどうかというのはなかなか検証しにくいということもあるかもしれませんけれども、それぞれ仮設的なところについても適切な案内サインをやっていると認識しておりますけれども、そう解釈してよろしいでしょうか。課題はたくさんもちろんあるかと思います。実際の利用者、様々な方がいますので。
○市橋委員　そういう意味では、現場の案内表示が不十分ですよね。当事者団体の意見を聞いて、きちっとやるかということをやらないと、例えば、僕、この車椅子で、昨日まであったスロープがなくなって落っこちそうになったという危ない経験をしています。
○髙橋部会長　ありがとうございます。事前の周知、あるいは事後の周知も含めて、丁寧に取り組んでいただければと思います。
　　オンラインでお一人挙手をされています。
　　慶野さん、ご発言いただけますでしょうか。
○慶野委員　慶野です。
　　２－２の７、８ページの４番についてです。こちらに職員の研修や心のバリアフリーに関する現場で、職員が声かけすることに関する促進などについて、定量的な観測をしてほしいなと思いました。職員に関する定量的なデータがあまり載っていないのかなと思いまして。
　　と申しますのも、私は、これまで掲示物に関して幾つか意見を述べてきましたが、結局人間が直接関わることが一番心のバリアフリーを実現できるのかなと感じているんですね。掲示ももちろん必要なんですけど、例えば優先席やエレベーターについてポスターがあっても結構視界に入っていない方って多いですよね。でも、例えば職員の方から直接とか、放送でスマホから一度目を離してお近くに困っている方がいないか見回してくださいみたいなことを言われたら、かなりどきっとして行動変容につながる、人間にとって掲示物より人間からのアプローチって本当に絶大だと思うんですね。なので、そういった職員の研修や心のバリアフリーに関する現場での声かけの促進をどれだけ取り組んでいるかとか、定量的な測定をして、こういう資料に記載してそれで数値が伸びてほしいですし、伸び悩んでいるなら改善のヒントにできたらいいかなとは思います。せっかくつくったガイドラインとかの活用状況をより改善できるマイルストーンになる情報を記載してほしいと考えております。
　　以上です。
○髙橋部会長　ありがとうございました。ここですと、特にポスターですとかそういったようなものの掲示物関係に見えますが、実際には鉄道事業者がそれぞれ研修活動を展開していると思います。ここの東京都の事業としては、ひょっとすると入っていないので書きにくいのかもしれませんけれども、あるいは取組の評価といったようなところでも少し記載をしておいていただけるとよろしいのかと思いますが。
　　事務局、いかがでしょうか。事業全体の、先ほどのここだけに関わらないので、研修については。よろしくどうぞお願いいたします。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　ご意見ありがとうございます。心のバリアフリーを実践するということに関して、職員の研修ですとかの現場でのアプローチという、非常に貴重なご提案をいただいたと思っておりますので、どういった形で記載できるか検討していきたいと思います。ありがとうございます。
○髙橋部会長　ありがとうございます。
会場から越智委員、お願いいたします。
○越智委員　東京都聴覚障害者連盟の越智です。本当は交通情報バリアフリーなどの意見があったんですけれども、こちらに載っていないので省きました。一つだけお話ししたいと思います。
　　ヘルプマークの普及についてですけれども、以前６月に全国ろうあ者大会がありました。富山県で行われたんですが、それに参加してみると、全国から集まった聞こえない仲間を見ると、たくさんヘルプマークをつけていました。これも東京のつくったもので、東京の範囲だと思うんですけれども、全国に普及したのはどのくらいなのかという状況も参考に報告したらいいのではないかなと思いましたが、いかがでしょうか。
○髙橋部会長　ありがとうございます。これは把握されていますでしょうか。
○小泉共生社会推進担当課長　共生社会推進担当課長の小泉です。
　　ヘルプマークについては、東京都が平成２４年に作成したところでございます。その後、障害者への理解促進を図るため、全国への普及を働きかけてまいりました。その中で、平成29年にＪＩＳ規格へ登録されました。これは、デフリンピック等を契機として、外国人来訪者の増加が見込まれる中、案内図記号の重要性が高まったこと、また、大会を通じて、障害者への理解をさらに進めていく必要があることによるものです。こうした経緯を踏まえ、現在では全国に普及しているところでございます。
　　こうしたことから、都では昨年、ＪＩＳ規格に登録された７月２０日をヘルプマークの日と定めました。ヘルプマークは既に全国に普及していることから、都としてヘルプマークの日を定めたことを周知するとともに、この機会を捉えて、障害者への理解促進に努めていただくよう、全国に通知したところでございます。
○髙橋部会長　ありがとうございました。越智委員、よろしいでしょうか。
　　件数でしょうか。
○越智委員　そうです。状況とか。
○髙橋部会長　全国に普及していて、発信をしているけど、どのくらいの自治体が展開をしているかという、そういう数値的なものはあるんですか。
○越智委員　例えば、やっている県とか、やっていない県とかそういうところの状況は把握されていますでしょうか。
○小泉共生社会推進担当課長　都では、ヘルプマークに関する特設サイトを作成しております。その中で、全国の自治体におけるヘルプマークの配布状況について、配布している自治体の一覧を掲載しております。
○髙橋部会長　ありがとうございました。
　　それでは、時間の関係もあるので、次の意見具申の案の資料４について、事務局のほうからご説明いただいて、議論をさせていただければと思いますので、よろしくお願いいたします。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　それでは、第１５期東京都福祉のまちづくり推進協議会意見具申の案について、資料の３、資料の４を用いて説明をさせていただきます。
　　まず資料の３をご覧ください。
　　前回第４回専門部会でいただきましたご意見をまとめております。このうち幾つかを抜粋してご紹介させていただきます。
　　２ページをご覧ください。
　　まず全体に係るご意見として、心のバリアフリー、情報バリアフリーについて、何を目指すのか、背景や現状を分かりやすく伝えたい、ハード面の福祉のまちづくりもまだまだ発展途上であり、ハードとソフトを同時に進行すべきなどのご意見がございました。
　　次のページに続きます。
　　心のバリアフリーの論点整理については、三つのテーマに分類してご議論をいただきました。
　　①の理解と協力を促す普及啓発では、見た目では分かりづらい知的障害、発達障害は障害を理解してもらうことが難しい障害であり、積極的に啓発する必要がある。視覚と聴覚の両方に障害がある盲ろう者という言葉を入れてほしい。多様な人との違いを認め合うためには、障害者同士の共生社会を考える必要があるなどのご意見がございました。
　　②のバリアフリー設備の適正利用の推進では、支援を必要としている人の定義は人によって異なる。把握していない多様なニーズを持っている人がいて、そのニーズを満たすためにはこの設備が必要だということがあるなどのご意見がございました。
　　③の事業者等の取組促進では、「当事者講師による実践的なセミナー」のところについて、知的障害者、発達障害者が当事者講師になるのは難しいので、「当事者等」とすることで、支援する人も一緒に講師になることができるというご意見がございました。
　　一方で、知的障害、発達障害のある人もサポートを受けつつ、自治体の委員になっている例もあり、「等」を入れることで、当事者が講師になる機会が失われる可能性があるというご意見もございました。
　　次のページに続きます。情報バリアフリーの論点整理についても、三つのテーマに分類してご議論をいただきました。
　　①のバリアフリー情報の収集では、オープンデータについては、国土交通省と足並みをそろえて進めたほうがよい。バリアフリー情報は写真が有用であり、店舗などの写真撮影について、事業者側の理解がほしい。写真撮影やプライバシー保護のため、事業者に承諾を得たり、提供してもらうなどの手段を取ってほしいなどのご意見がございました。
　　②のバリアフリー情報の発信では、都の広報について、手話という文言を入れてほしい。駅等にＡＩ機能のあるカメラ等を設置する際は、事前の情報提供や周知、体験会等を行ってほしい。音声のインターホンだけでは聴覚障害者は使えない。鉄道会社の好事例や区市町村のバリアフリーマップの取組の好事例を紹介するなどして、よりよいものを目指していける状況を創出してほしいなどのご意見がございました。
　　③の情報コミュニケーションにおける支援では、情報を受け入れる側と発信する側は重要であり、相互に円滑なコミュニケーションを図ることが大事。一般都民に向けて使うときには、専門用語、法律用語は分かりやすく使うほうがよい。情報機器の発展は、障害者にとってプラス面もマイナス面もある。障害者が自分に合った情報機器を手に入れられる制度が必要などの意見がございました。
　　資料３の説明は以上でございます。
　　続きまして、資料４を用いて意見具申案についてご説明いたします。
　　１ページの目次をご覧ください。
　　全体の構成をご説明いたします。第１章では、過去の意見具申と同様に、都における福祉のまちづくりのこれまでの進展と題しまして、これまでの法制度の歩みや実績などを記載しております。
　　内容は目次に記載のとおり、１、都における福祉のまちづくりに関連した取組の経緯。２、国等の動向。３、都におけるバリアフリー化の進捗状況を記載しております。
　　第２章の心のバリアフリーと第３章の情報バリアフリーの推進に向けた課題と方向性については、前回意見具申の骨子案について、委員の皆様からいただいた先ほどご説明したご意見等を踏まえて記載しております。
　　また、巻末には、これまでの意見具申と同様に用語解説をつけております。
　　次に、内容のご説明をいたします。２ページの第１章の１、都における福祉のまちづくりに関連した取組の経緯をご覧ください。
　　お時間の関係上、過去の意見具申の記載に新たに追加した部分のみご説明いたします。
　　４ページ中ほど、上から四つ目の丸をご覧ください。
　　今回記載を追加したのは、令和５年３月のバリアフリー法施行令の改正に伴い、改正をした福祉のまちづくり条例施行規則の改正について、以降の部分でございます。ここでは、令和５年３月、令和７年７月、令和８年３月の福祉のまちづくり条例施行規則の改正について記載を追加したほか、令和６年３月に作成した「当事者参画で進めるユニバーサルデザインの施設づくりハンドブック」、令和７年３月に策定した「２０５０東京戦略」、令和７年３月に制定した「東京都障害者情報コミュニケーション条例」について追加しております。
　　続きまして６ページの２、国等の動向をご覧ください。
　　今回、記載を追加したのは７ページ中ほど上から三つ目の丸のところ、令和６年６月のバリアフリー法施行令の改正について、以降の部分でございます。ここでは、令和７年５月に策定された「建築プロジェクトの当事者参画ガイドライン」、令和７年６月に制定施行された「手話に関する施策の推進に関する法律」、そして、国土交通省における「バリアフリー法及び関連施策のあり方に関する検討会」での最終取りまとめと「移動等円滑化の促進に関する基本方針」への反映について記載を追加しております。
　　続きまして、９ページから１８ページに、３、都におけるバリアフリー化の進捗状況がございますが、こちらにつきましては、先ほどご説明をいたしました資料２－２の内容と同じでございますので、説明は省略させていただきます。
　　続いて、１９ページをご覧ください。
　　第２章、心のバリアフリーの推進に向けた課題と方向性についてご説明いたします。
　　以下、骨子案でお示ししたものから現状のところにつきましては、追加・修正等のある箇所を中心にご説明いたします。また、課題と今後の方向性をまとめた部分につきましては、提言として重要なところですので、一通りご説明をいたします。
　　まず１９ページ中ほどの心のバリアフリーの最初の項目１、心のバリアフリーの理解と行動の促進をご覧ください。
　　現状については、三つ目の丸の「主要課題の対応方針及びバリアフリー法に基づく基本方針における第４次目標について（最終とりまとめ）」における目標値の変更内容について、より詳細に内容を記載しております。
　　続きまして２０ページをご覧ください。
　　課題と今後の方向性については、心のバリアフリーを理解して行動するという行動変容につなげるために、心のバリアフリーの用語としての認知度に加え、障害の社会モデルや心のバリアフリーが目指す内容の理解度を測るための新たな評価指標を検討することが重要であること。
　　次世代を担う子供たちが、心のバリアフリーを実践できるよう、子供に分かりやすく伝えるための様々なアプローチ方法を探ることが必要なこと。
多様な個性を持つ子供たちが互いを認め、尊重し合うことができるよう、学校現場や地域福祉に関する活動を行う団体など、様々な主体と連携し、心のバリアフリーについて学ぶ機会を創出していくことが必要なこと。
　　内部障害や知的障害、精神障害、聴覚障害など外見からは分かりにくい障害や視覚と聴覚の両方に障害がある盲ろうなど、様々な障害があることを理解し、それぞれの人に応じた配慮があることに気づき、対応することで、円滑な医療や施設利用、情報の入手が可能になり、社会参加することができることについて、都民へのさらなる普及啓発が必要なこと。
　　これまでのホームページによる情報発信や集中的な広報活動の効果検証を踏まえ、広報の対象や手法を再検討した上で、より多くの都民に届き、行動変容につながるよう、広報活動を強化していくことが必要であることを記載しております。
　　続いて、２０ページ下段の２、バリアフリー設備の適正利用の推進についてです。現状については、前回のご議論を踏まえ、バリアフリー設備について「真に必要としている人が利用できる」という表現を、「誰もが設置目的どおりに利用できる」という表現に修正しております。
　　続いて、２１ページをご覧ください。
　　課題と今後の方向性については、バリアフリートイレや障害者等用駐車区画等のバリアフリー設備を必要とする人は、車椅子使用者だけでなく、内部障害者や知的障害者、精神障害者など外見から分かりづらい人もいることから、バリアフリー設備を必要とする多様なニーズがあることについて、都民への理解を促進することが必要なこと。
　　バリアフリーの設備や機能を必要とする人が、必要なときに円滑に利用できるようにするために、都民の配慮や登録を促す効果的な普及啓発を実施していくことが重要であることを記載しております。
　　続いて、その下の３、事業者等の心のバリアフリーの取組促進についてです。現状については、事業者の心のバリアフリーに対する社会的機運の醸成や、区市町村向けの補助に関する取組の実施についてを記載しております。
　　課題と今後の方向性については、事業者等と連携し、心のバリアフリーの社会的機運を醸成することが必要であり、複数の事業者の連携協働による取組や従業員への普及啓発も含め、心のバリアフリーに主体的に取り組むとともに、都の取組に協力する事業者等が増えるよう、多様な手法で働きかけていくことが重要であること。
　　心のバリアフリーの理解を促進するためには、当事者視点での取組が重要であり、当事者が参画する実践的なセミナーやワークショップなど、心のバリアフリーに係る普及啓発イベント等の開催により、地域住民向けに必要な知識や技術等の学習機会を提供できるよう、区市町村の取組への支援を強化していく必要があることを記載しております。
　　続いて、２２ページをご覧ください。
　　第３章、情報バリアフリーの推進に向けた課題と方向性についてご説明いたします。
　　２２ページ、中ほどの情報バリアフリーの最初の項目１、バリアフリー情報の収集をご覧ください。現状については、「とうきょうユニバーサルデザインナビ」の運用やオープンデータの公開、国における動向についてを記載しております。
　　課題と今後の方向性については、都民が周囲の支援がなくてもスムーズに移動できるために、外出する際に必要な都内のバリアフリー情報を容易に入手できるよう、都のポータルサイト等でのデータ収集をさらに充実させていく必要があること。
　　バリアフリー情報の収集においては、施設の写真が有用であることから、事業者等に写真の撮影及び提供への理解を得ることが重要であること。
　　バリアフリー情報については、個人情報等の取扱いに十分配慮した上で、利活用が促進されるよう、正確なデータ収集の必要性の理解と協力を促進していくことが重要であることを記載しております。
　　続いて２３ページをご覧ください。
　　２、バリアフリー情報の発信についてです。現状については、二つ目の丸の都の広報物における記載について、手話に関する記載を追加しております。
　　課題と今後の方向性については、バリアフリー設備の状況が分かるよう、各施設管理者による情報発信が必要であり、多くの人が訪れる施設のバリアフリー情報について、施設管理者等によるホームページ等での自主的な情報発信の取組を促進していくことが重要であること。
　　区市町村による情報の発信にばらつきが生じないよう、区市町村が実施する情報バリアフリーに係る取組へのさらなる支援が必要なこと。
　　区市町村や事業者等の多様な主体が、ユニバーサルデザインの考え方に基づいた情報発信の取組を行えるよう、当事者が参画した実践事例や好事例を周知することで、さらなる取組の促進を図っていくことが必要なことを記載しております。
　　続いて、２３ページ下段の３、情報コミュニケーションにおける支援についてです。
　　現状については、障害者ＩＣＴ総合支援センターにおける取組や、障害者の意思疎通に資する情報保障機器の開発、普及促進の支援、障害者情報コミュニケーションの普及啓発の実施についてを記載しております。
　　課題と今後の方向性については、イベントや説明会等を含め、社会のあらゆる場面での情報保障を推進していくことが求められており、ポスターやリーフレットに加え、ホームページやＳＮＳ等を活用し、情報コミュニケーションのさらなる普及啓発が必要なこと。
　　２４ページに移りまして、社会のあらゆる場面で、相互に円滑にコミュニケーションを図るとともに、情報を得ることが困難な人が、必要な情報を受け取りやすくするため、情報の発信だけでなく、受信する側についても支援が必要であり、意思疎通支援者の人材育成及び確保のための取組等や、デジタル機器に不慣れな人へのサポートなどデジタル情報の利活用支援をさらに充実させていくことが重要であることを記載しております。
　　最後に、２５ページからの用語解説については、前回の意見具申から追加した用語がありますので、ご説明いたします。まず２５ページのところですが、※８の２０５０東京戦略ですが、これは新たな都政の羅針盤として、令和７年３月に策定された都の総合計画のことでございます。
　　続いて、２８ページをご覧ください。
　　※２８の東京都福祉保健基礎調査ですが、都では、社会福祉や保健・医療施策推進の基本資料とするため、毎年、福祉の各分野のニーズの高いテーマを選定し、東京都福祉保健基礎調査を実施しており、令和３年度は「都民の生活実態と意識」について調査を行いました。
　　続いて、２９ページをご覧ください。
　　※３２の意思疎通支援者ですが、聴覚、言語機能、音声機能、視覚、盲ろう、失語、知的、発達、高次脳機能、重度の身体などの障害や難病のため、意思疎通に支障がある障害者等と、他者の意思疎通を支援する者を指します。意思疎通の具体例は記載のとおり、手話通訳、要約筆記、点訳、音訳、触手話、指点字など様々ございます。
　　意見具申案の内容の説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
○髙橋部会長　資料３と４についてご説明いただきました。資料３については前回の専門部会でいろいろいただいたご意見の整理をされております。そして、それを反映しながら資料４がたたき台として意見具申案として作成されている形になるかと思います。
　　それでは、資料４の部分について、１章については先ほど議論がありました。後ほどまた回答いただくこともありますけれども。第１章、第２章、第３章とありますが、これまでの取組以外の部分について、新たに提言案として示している部分について集中的にご意見をいただければと思っておりますので、よろしくお願いいたします。
　　第２章の１９ページ以降になりますかね。その辺りについて集中的にご意見をいただければと思います。もちろん、前段の第１章についても少し気になる点がありましたら、教えていただければと思います。
　　それでは、オンラインの方々、それから、事業者の方々、様々な当事者団体の方々に広くご意見をいただいていきたいと思いますので、できる限りご意見、ご質問等は短めにお願いをしたいと思います。それでは、どなたからでも結構ですので、よろしくお願いいたします。
　　会場から手が挙がりましたので、内田委員、お願いします。
○内田委員　公募委員の内田でございます。
　　意見具申（案）において、文章中の重要な用語に脚注をつけ、巻末に解説を設けたことは、読者にとって大変分かりやすくとてもよい具申案だと感じました。
　　そこで、３ページの５行目ですが、レガシーについても用語解説をつけてはいかがでしょうか。前回指摘し、資料３にきちんと意見を記載していただきましたが、東京都の資料では、このレガシーという言葉は度々記載される用語であり、解説の必要はないという常識なのかもしれませんが、ただ、一般には、例えば乗用車スバル・レガシィなどのように、別の事柄を想像する方もいるかもしれませんので、このような用語解説の非常によいページもございますし、キーワードの一つと思いますので、丁寧に解説を加えた方がよいという個人意見でございます。
　　以上です。
○髙橋部会長　ありがとうございます。おっしゃるとおりだと思いますので、反映できるようにお願いをしたいと思います。よろしくお願いします。ありがとうございます。
　　ほか、いかがでしょうか。
　　越智委員、お願いいたします。
○越智委員　東京都聴覚障害者連盟の越智です。
　　幾つかあるんですけれども、まず一つが７ページ下から二つ目の丸です。手話施策推進法に関する説明があるんですけれども、分かりやすくていいんですけれども、もう一つのポイントとして、９月２３日が手話の日ですので、それは制定されていますので、できればそこも入れていただけるとありがたいと思います。
　　それから、次が１７ページ、一番上のヘルプマークについてですが、先ほどの質問と関連するんですけれども、全国普及している取組も行っているということで、ヘルプマークの日も制定して、大変いいことだと思います。これを見ると、東京都だけの範囲のように見えますので、スペースも空いていますから、その取組の状況も付け加えてはいかがでしょうか。
　　それから最後、※３２、意思疎通支援者の説明のところです。これは私も入れるか迷っているところですが、実は今、新しい動きとして、ろう通訳者という取組があります。ろうあ者自身が通訳をするケースが幾つかあります。例えば、４年前のオリンピックの閉会式に、またパラリンピックの開会式に、テレビの手話通訳を担当したのが聞こえない人でした。また、例えばおととしの能登地震の支援のときに、独特の手話がありますので、そういう方がいて、普通の手話通訳では通じなかったんですね。それで聞こえない方が一緒に行って、その独特な手話を使う方の意見を聞こえない方が読み取って手話通訳に伝えるという、そういう支援も行っております。そういう聞こえない人による通訳のサポートも設定する検討を進めているところです。
　　そういうところからここに手話通訳、要約筆記、その後にろう通訳と入れたほうが、まだちょっと早いかなという気持ちもありますが、その辺りを検討していただければと思います。
○髙橋部会長　ありがとうございました。手話の日、９月２３日、ヘルプマークの日が７月２０日、そして聴覚障害当事者の通訳者ということで、難聴の場合もあるでしょうし、ろう者の方もいるかもしれませんけれども、その辺りも含めてということですが、事務局、ご検討いただければと思いますが、よろしくお願いいたします。
○小泉共生社会推進担当課長　福祉局共生社会推進担当課長の小泉です。
　　様々ご意見をいただき、ありがとうございます。ヘルプマークの日については、現在お示ししている約８０万個という数字は、都が作成した個数であり、全国の自治体が作成した個数は含まれておりません。
　　また、全国への働きかけ等の取組については、どのような内容を記載することができるか、ご指摘いただいた点も踏まえながら検討してまいりたいと考えております。
　　あともう１点、ろう通訳者の観点です。こちらも、どのような形で記載することができるか、検討してまいりたいと考えております。ありがとうございます。
○髙橋部会長　ありがとうございます。越智委員、追加でどうぞ。
○越智委員　越智です。
　　実を言いますと、ろう通訳について、都内でも、もうやっている地域はあるんです。聞いた範囲で言うと、八王子とか、江戸川区はやっていると聞いております。なので、都内でないわけではないので、入れてもいいかなと思っております。
○髙橋部会長　情報提供ありがとうございます。
　　それでは、ほかにご発言等いかがでしょうか。オンラインの皆さんも遠慮なくご発言いただければと思いますし、それぞれの事業者の方々も気になる点がありましたら、ご提案等を含めてお願いをしたいと思います。
　　では、会場から宮川委員、お願いいたします。
○宮川委員　東京都盲人福祉協会の宮川です
　　先ほど事務局の説明の中に、何度か都民への周知という文言が出てきたと思うんですが、本来であれば、都民という言葉の中に障害がない人もある人も含まれるべきなのかなと思っているんですけれども、現状のイメージとすると、何かこういう話をしていると、都民って指すと、当事者が入ってないような気がするんですね、私。要は、我々当事者側が都民の方に、一般の健常者の方に何かを求めているというようなイメージがあるんですね。その前段で、例えば障害者同士の共生社会を考えようねというようなこととかがうたわれているので、事務局として、この都民というのをどういう意味合いを指しているかお聞きしたいんですけれども。
○髙橋部会長　よろしくお願いいたします。事務局。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　ただいまの宮川委員のご質問にお答えしたいと思います。私ども、都民といった場合に、いわゆる障害のない都民のみを対象にするというような考えは持っておりませんので、広く都内で生活されている方ということを対象にした周知という認識で取り組んでおります。
○宮川委員　ありがとうございます。ただ何となくなんですけど、世の中のイメージって、こういう話をしていると、都民って指すと、我々当事者ってそこに入っているのかなという疑問を感じることがあるので、本来今、課長おっしゃったように、都民イコール障害のある人もない人も全員が含まれるべきなんでしょうが、イメージ的に現状そうなってないんだろうなって、今まさにこれ小泉課長の共生社会の部分になってくるんだと思うんですけれども、そういった方向に持っていけるように、何かこの辺もちょっと考えたほうがいいのかなと思います。
　　それともう一つなんですけど、先ほどからヘルプマークのお話が出ている中で、前々回ぐらいの専門部会でヘルプマークをもっと普及させたいよというお話があったと思うんですね。それを受けて私、後日、共生社会推進担当に問い合わせて、当事者団体の事務所とかでヘルプマークを置いて配付したいと言ったら、それはできないって言われたんですね。先ほどからも各自治体とかそういうところで配付という話が出ているんですけれども、これ、何で当事者団体とかの事務所で配付できないのか、普及させるのであれば、それが一番手っ取り早いと思うんですけれども、その辺、何か考えがあるのか教えていただきたいです。
　　ありがとうございます。よろしくどうぞ、お願いいたします。
○小泉共生社会推進担当課長　ご意見ありがとうございます。ヘルプマークの普及促進に当たり、配付場所の拡大に関するご意見と受け止めております。これまで、ヘルプマークについては、都や関係の自治体が作成し、それぞれの自治体において配付する考え方で取り組んでまいりました。また、都が作成したヘルプマークについては都営地下鉄、多摩モノレール、都立病院などを通じて配付しております。さらに、障害者団体を通じた配付については一つの考え方であると認識しておりますが、作成個数や配布体制等の課題もあることから、今後の検討事項とさせていただければと考えております。
○髙橋部会長　ありがとうございます。よろしいでしょうか。
　　それから、今、宮川委員のほうからご指摘があり、篠課長のほうからもご回答いただきましたけれども、都民というところの理解の部分について、当事者の立場から見るときに、どうも自分たちが少し別に仕切られている、分けられているのではないかという、そういう印象を持っているという認識がありました。これは、まさにそうかと思います。
　　この心のバリアフリーの理解と行動の促進というのはどうしても当事者以外の人たちに向けられているように感じますけど、一方では、当事者自身の中にも様々なバリアがあることは間違いないので、そういうことも含めて広く、今、課長がおっしゃっていたような内容がいろんな立場から読み取れるように、というようなことがすごく重要な部分かと思います。
　　これは、小泉課長からもいろいろとご支援をいただかなければいけない部分かと思いますので、よろしくどうぞお願いをしたいと思います。
　　ほかはいかがでございましょうか。
　　市橋委員、よろしくお願いいたします。
○市橋委員　市橋です。
　　前回の専門部会、僕、文書で発言をさせていただいて、受け取っていただいたことを感謝いたします。ただ、ずっとおかしいと思っていたのは、情報バリアフリーとバリアフリー情報とは違いますよね。ここでちょっと僕が頭の中で混乱しているのは、いわゆる世の中で言っている情報をバリアフリーで受け取るというところと、バリアフリーの情報を受け取るということは違うと思うけど、ここがちょっとぐちゃぐちゃになっているのかなと感じました。そこら辺はどうなのかなと。
　　そして、僕は昨日送っていただいたので、すぐ読んでみて、僕が前回、文書発言をさせていただいた部分で、障害者の僕個人に限ってもいいですけれども、スマートフォンなどの情報機器について、情報機器が発達すると同時に、僕らが置いて行かれる部分もあるというか、僕はスマホなんか買っちゃったんだけど、使えない、お店では使えたけど、家に帰ってみたら使いこなせないというところが、高齢化が問題なのか、障害の問題なのか分からないけど、多くなる。これは僕一人が置いて行かれるんじゃなくて、置いて行かれる人が非常に多いんじゃないかと僕は思います。
　　そういう意味では、そういう情報機器から置いていかれないところがやっぱり情報バリアフリーの重要な部分だとして、僕は２２ページの最後の丸はそういう意味かなと思って理解して、今日、線を引いて持ってきたんですけど、情報機器がますます発達したて、高いもので２０万円に近い金を使うような機器に対して、僕らみたいに置いてきぼりにされる人が、出ないようにするにはどうしたらいいかというところをちょっと付け加えるべきかなと僕は思います。
　　そういう意味では、もう一つ２３ページに、ＩＣＴ総合支援センター、これ、茗荷谷のやつですよね。非常に僕は便利でいいことだけど、意見具申とは違うかもしれないけど、もうちょっと障害者が行きやすいところにできないかなと。
　　例えば、障害者がしょっちゅう出入りする三田の会館とかのほうがいいんじゃないかなと、これはここで言う意見じゃないかもしれないけど、もうちょっと、だからそういう意味では、情報機器から取り残されないようにということを強調することが必要かなと思います。
○髙橋部会長　ありがとうございました。事務局、いかがでしょうか。市橋委員から情報バリアフリーとバリアフリーの情報との混同が見られるのではないかということと、それから情報から取り残されない日常生活、さらには機器、あるいは紙媒体、いろんなものがあると思いますけれども、そういうことについてのご指摘だったかというふうに思います。
○市橋委員　情報機器から取り残されないという部分をちょっと重点にしてもらいたいなと思っています。
○髙橋部会長　ありがとうございます。情報機器あるいは情報社会、様々情報の仕組みは入ってくるかと。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　ご意見ありがとうございます。まず情報バリアフリーとそれからバリアフリー情報の関係なんですけれども、基本的には、情報バリアフリーのほうが上位の概念だと考えていまして、情報面のバリアをなくしていくというものの中に、外出先の移動ですとか、施設の利用に関して、バリアがなく移動できるためのバリアフリー情報をしっかりと発信、また受け取っていただいて、円滑な社会活動ができるというバリアフリー情報の発信というものがあるということ。
　　それから、他者とのコミュニケーションにおいて、バリアがあるような方々に対して、情報コミュニケーション面でのバリアをなくしていくというようなところがあると考えております。分かりやすいかどうか分からないんですけれども、バリアフリーに関しては、基本的にハード面のバリアフリーというのは国交省で取り組んでおりまして、ハード整備も市橋さんおっしゃるように重要なんですけれども、整備したバリアフリーの情報をしっかりと発信していくことで、よりスムーズな社会活動ができるようにすることも重要というのがあります。
　　一方で、障害のある方がそれぞれの障害に応じて、例えば手話通訳ですとか、点訳等の個別の障害のある方等に対するコミュニケーション支援というのも、厚生労働省で取り組んでおりますけれども、そういった意味でのコミュニケーションのバリアをなくしていくことも重要です。そうした全体の取組を含めて情報バリアフリーと捉えて、取り組んでいるというところでございます。
○髙橋部会長　市橋委員、どうぞ。
○市橋委員　僕が重要に思っていることは、情報機器が、スマホなんかを含めて、特にいろいろと障害があるということを踏まえなきゃいけない立場にいるのは、分かり切った上で言いますけれども、ここで僕みたいな人間が情報機器からどんどん置いてきぼりになっているわけですよ。そういうことでは、社会では、いい機器ができた、こんな機器ができた、ロボットというようなところを言うけど、ちょっと立ち止まって、誰もが使える情報機器がなければいけないんじゃないかと。心のバリアフリーと言っているところでは、そういう意味では、昔はゲームは１台、テレビ１台だったのに、情報化社会がどんどん発展していくのはいいけど、これはいい面だけじゃないですよって、そういうところも書いて、みんなで考えていきましょう。それが心のバリアフリーじゃないかと思うんですけど、そこら辺も入れていただきたいなと思っているんですけど、いかがでしょうか。
○髙橋部会長　ありがとうございます。市橋委員がおっしゃるとおりかと思います。その表現については、少し丁寧に、例えば狭義でバリアフリー情報といった場合と、先ほどの上位ではないですけれども、全体の情報バリアフリーと言ったときに、生活全体に関わるあらゆるバリアの情報が容易に入手できる、あるいは利用しやすい、自分が必要とする情報が入手しやすいということが重要なので、単にバリアフリー情報だけではなくて、様々な情報を前提に置いているというのが、今、課長がおっしゃったとおりだと思いますので、そういうことも含めて、読み手が分かるように、そういう書き方を少し工夫させていただけないかと事務局と少し協議をさせていただければと思います。
　　よろしいでしょうか。ありがとうございます。課長よろしいでしょうか。ありがとうございます。
　　大切なことかと思います。恐らく、言葉の使い方で両方が含まれているけど、どっちになっちゃっているんだろうという、広いのか、あるいは上下関係みたいなものがあるのかどうかということがこの答申の中にも見ていくと出てくるかもしれませんけれども、少し注意をしておきたいと思います。市橋委員、ありがとうございました。
　　川内委員、お願いします。
○川内委員　東洋大学の川内です。
　　先ほどの宮川さんがおっしゃったことがずっと引っかかっているんですけれども、実は宮川さんは、前の会議のときにも社会に対していろんな取組というのを伝えていくように、今まで主にやってこられたけれども、その当事者側へそれをきちんと理解してもらうというか、当事者側に知らしめていくことも重要なんではないかというようなご発言されたと記憶しているんですね。それは、非常に重要なことだと思っているんです。
　　ここで、例えば都民への理解を促進するとかいうことがいろいろ書いてあって、その都民は障害のある方々も含むんだというお答えもそれは当然のことなんですけれども、じゃあ今まで打ってきた施策がジェネラルな都民に向けてということになると、どうしてもその障害当事者の方が抜けていくというか、実は、例えば合理的配慮のことだとか、社会モデルのことだとか、そういうことを知らないとか、理解していないという当事者は極めて多いと私は思っているんですね。言っていいんだということで、すごく理の通らないようなこともどんどん言い始めている方々もいると思っているんですね。なので、ここでは都民、ジェネラルみんな含むんですよというのはもちろんそれでいいんですけれども、当事者団体を通じてになるんだろうと思うんですけれども、障害のある当事者に対しての国なり、都なりの取組というようなこと、あるいは社会モデルという根底にある考え方というようなことをきちんと教育して、教育というか伝えていくようなプログラムというか、施策というのをやっぱり打っていかなくちゃいけないんじゃないかなと。理解した当事者が、社会に広めていく最前線にいるわけで、社会にきちんとした情報を広めていくことになっていくだろうと。だから、それは都がこういうことをみんなに広めますよというよりも、むしろ理解した当事者を増やすことが社会に広めていく上で、もっと有効なのではないかなというようなことを思っていたんですね。宮川さんの言おうとされたことと趣旨が違っているかもしれませんけれども、私はそういうふうに受け止めているので、そういうふうに一般の都民向けというか、対象が割とぼやっとしたようなことではなくて、障害のある方々にも、それ用のプログラムをつくるべきかもしれませんけれども、伝えるということをやっていく必要があるんじゃないかなと思います。
　　以上です。
○髙橋部会長　　ありがとうございます。宮川委員が前々回だったでしょうか、そのときもご発言、最初のときにもご発言されていたかもしれませんけど、それから川内委員のお話、まさにそのとおりかと思います。もちろん障害のある当事者だけではなくて、非常に幅広い当事者の方々も含めていかなければいけないと思いますし、まさに今、東京都も進めていますけど、当事者参画の視点でも、当事者自身が変わっていくことによって社会を変えていくということは、非常に大きな当事者主権といいますか、あるいは当事者主流といってもいいかもしれませんけれども、非常に重要なキーワードかというふうに思います。今のご意見も含めて、少し丁寧に読み取れるような意見具申について、事務局と検討させていただければと思います。
　　川内委員ありがとうございました。
　　それでは、少し時間が来てしまいました。今、たくさんのご意見をいただきました。それから、今日も骨子から始まって最終段階で、市橋委員のご発言も、それから宮川委員、川内委員のご発言も重要な部分ですので、それを取り残さないようにして、最終案に持っていけるようにしたいと思います。協議会の本会議が９月から１１月ぐらいということになっていますので、今日、出された皆様方のご意見を、事務局と私のほうに一任をさせていただきながら、場合によっては委員の皆様方に確認をしていただきながら、意見具申の作成を進めさせていただければと思いますので、ご了承いただければ大変助かります。
　　いかがでしょうか。よろしいでしょうか。
　　市橋委員、どうぞ。
○市橋委員　市橋です。
　　重要ですけど、ある意味では曖昧な表現になることがあると思うけど、そこはうちの団体の方ですごく言われるので、いろいろ僕が意見を言いたいと思います。時間が取れるかも分からないけど、ちょっと事務局の方まで行きたいと思います。僕が意見を言って、ケチをつけるわけではなくて、みんなで分かりやすい、例えばさっき言ったような、僕のスマホの経験なんかもコラムか何かに入れてもらうとか、よく推進計画なんかでコラムか何か入れるときあるんだけど、そんなところを含めて、ちょっと具体的に分かるようにやり、また早く案を僕らに寄こしていただいて、ちょっと意見を言えるようにしていただきたいと思います。
○髙橋部会長　ありがとうございます。そのことも含めて、あるいは今日の協議会で言い忘れた、あるいは後から資料をもう一度見直したときに言っておきたいということもあるかと思いますので、できる限り早めに、７月いっぱいなら大丈夫だと思いますので、ご意見をいただきたいと思います。その上で、ある程度案ができたときに、皆様方に早い段階でスケジュール的に配布できるように、事務局とも協議をさせていただければと思います。そのことも含めて一任をさせていただければと思います。よろしくお願いいたします。
　　よろしいでしょうか。事務局、よろしいですか。ありがとうございます。
　　それでは、これからの作業につきましては、先ほどのスケジュールに沿いまして、進めさせていただきたいと思います。
　　オンラインで参加の皆様のご発言が少なかったんですけれども、ぜひご意見をお寄せいただければ大変助かりますので、よろしくお願いいたします。
　　それでは、議事については最後のその他について事務局のほうでお願いをしたいと思いますが。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　それでは資料の５を用いて、東京都福祉のまちづくり条例施設整備マニュアルの改訂についてご説明いたします。
　　まず改訂の目的でございます。令和７年７月と令和８年３月の「東京都福祉のまちづくり条例施行規則」の改正と、令和７年５月の「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」の改訂に伴いまして、内容の整合を図るため、施設整備マニュアルを改訂する予定でございます。
　　資料の２の（１）のところですが、令和７年７月の規則改正により変更となった便所、駐車場、劇場等の客席・観覧席等の基準を反映した施設整備マニュアルは、令和７年１２月に追補版としてホームページで公表しております。本日も机上に配付しております。
　　次の２の（２）の令和８年３月の規則改正につきましては、以前にもここで説明しておりますが、改めてご説明いたします。
　　令和８年３月の建築物バリアフリー条例の改正に伴い、基準の整合性を図るため、「福祉のまちづくり条例施行規則」の観覧席・客席に係る基準の改正をしております。主な変更点は、観覧席・客席の車椅子使用者用部分の設置数等の基準の変更です。具体的には、車椅子使用者用部分の数を階ごとに座席総数の０．７５％以上かつ２席以上設置することとしております。また、車椅子使用者用部分の配置については、２席以上隣接して設置し、同伴席も隣接して同じ割合で設置することとしております。また、階の座席総数により、劇場等において、左右方向、前後方向に車椅子使用者用部分を分散することも遵守基準として設けております。
　　先ほどの追補版の内容に加えまして、ただいまご説明しましたこの２の（２）の規則改正の内容、そして２の（３）に示しております国交省の建築設計標準の改訂内容を反映した施設整備マニュアルを９月にホームページで公表する予定でございます。
　　資料５の説明は以上でございます。
○髙橋部会長　ありがとうございました。資料５マニュアルの改訂ということで、従前から報告ありましたけれども、バリアフリー条例に関わる部分と、それから国の設計標準の改訂に伴うことが含まれながら、マニュアルを改訂するということになります。
　　こちらについてはよろしいでしょうか。ありがとうございます。
　　それでは、続きまして、東京都福祉局障害者施策推進本部からのお願いがあるということです。よろしくお願いします。
○小泉共生社会推進担当課長　福祉局共生社会推進担当課長の小泉でございます。
　　私のほうから２点、ご説明をさせていただきます。
　　１点目は、資料６－１、共生社会の理念に賛同する企業団体の募集についてでございます。当部では、障害のある人もない人もお互いを尊重して、支え合いながら、地域の中でともに生活する社会、共生社会の理念に賛同して、様々な取組を行う企業団体を登録・公表しております。昨年度は、１０４の企業・団体にご登録いただいたところでございます。こちらの登録された企業・団体名をホームページで公表するとともに、企業・団体の取組内容を掲載しているところでございます。
　　具体的な取組例といたしましては、この右下のほうにございますが、研修の実施とか、情報保障機器の設置、ヘルプマークの普及啓発などを一つでも行っている企業に対して手を挙げていただいて、登録するというような状況の事業でございます。
　　こちら、またチラシに掲載されておりますこのシンボルデザイン、左下のほうにございますが、こちら、今、登録企業・団体が共生社会の理念に賛意を示すものとして、昨年度に広く都民から公募し、都民投票を経て、決定したものでございます。このシンボルデザインを登録していただいた企業・団体に配付をいたしまして、オフィスとか店舗などで掲示していただいているところでございます。障害のある方が援助や配慮を受けやすい場であることを認識していただくとともに、この登録企業・団体としてもお客様へのアピールにつながっているところでございます。
　　こちらの企業募集について、今年度第１回の募集をちょうど昨日から開始したところでございます。本日の会議資料につきましては、事前送付の都合上、募集開始前に作成した制度概要となっておりますが、昨日、公表した募集案内につきまして、別途、当部から委員の皆様へ送付いたしますので、よろしくお願いいたします。
　　続きまして、資料の６－２、東京都障害者ＩＣＴ総合支援センターについてご説明いたします。
　　先ほど市橋委員からいろいろご質問があった点にも少し関係するところでもございます。こちら、今年度から作成したパンフレットを皆様方に配布をしております。そちらをご覧になっていただくと、ＩＣＴセンターということで、デジタル技術を使って生活の困り事を解決するための東京都における総合的な支援拠点になっております。障害のある方が自分に合ったデジタル機器やアプリ等を活用しながら、より豊かな生活や社会参加につなげていけるよう、支援を行っているところでございます。
　　このパンフレットのところで、上の提供するサービスと書いてあるところをご覧になっていただきたいんですけれども、ＩＣＴセンターでは、最新のデジタル機器やスマートフォンのアプリなどを実際に見て、触れて、試すことができる体験展示を行っております。また、専門の相談員が配置されておりまして、障害特性や生活環境に応じたＩＣＴ機器の活用方法についての相談に対応しているところでございます。
　　さらに、区市町村職員等を対象とした講習会の実施、関係機関との情報共有等を通じて、地域の支援体制の充実にも取り組んでいるところでございます。
　　このセンターについてですけれども、令和８年度から機能強化を図っております。これまでＩＴ地域支援センターという名称だったんですけれども、この４月から東京都障害者ＩＣＴ総合支援センターに改称しているところでございます。
　　具体的には、提供サービスのところの中段ぐらいにありますが、支援相談のところを見ていただくと、センターへの来所が難しい方に対しまして、相談員等が自宅に赴いて、利用環境に応じた機器の選定や、調査を行うようなアウトリーチ支援、訪問支援を新たに開始したところであります。
　　また、企業・事業者向けの相談窓口のところですけれども、事業者専用の相談窓口を設置いたしました。この窓口は、開発事業者の障害者に配慮した製品開発や、企業側の障害者雇用における職場環境整備などに関する相談にも幅広く対応することとしております。都としては、障害のある方、ご本人への支援に加えまして、区市町村や事業者への支援も強化することで、デジタル技術の利便性を享受できる環境づくりを進めてまいりたいというふうに思っています。
　　説明は以上になります。ありがとうございました。
○髙橋部会長　ありがとうございました。今の資料６－１、６－２についてのご質問、ご意見等ありましたらお願いをしたいと思いますが、いかがでしょうか。
　　越智委員、お願いいたします。
○越智委員　越智です。
　　６－２のＩＣＴの総合センターについての質問ですが、例えばこのセンターに聞こえない人が相談に来た場合はどのように対応できるんでしょうか。
○髙橋部会長　小泉さん、お願いします。
○小泉共生社会推進担当課長　専門の相談員がいらっしゃいまして、障害分野とＩＣＴ技術、その両方の知識を持った相談員の方が対応しているところでございます。
○髙橋部会長　手話通訳等もできるんですか。
○越智委員　確認ですけれども、相談員は手話ができるということでしょうか。
○小泉共生社会推進担当課長　具体的に、相談員の方が例えば手話通訳士の資格を持っているとか、今、お答えはできませんけれども、障害分野の知識・経験を有する者を配置しているという状況でございます。
○髙橋部会長　確認をしておいてください。すごく重要なところですので。知識はあっても実際に手話が利用できないということになると、問題になってしまいますので。
　　市橋委員、お願いします。
○市橋委員　時間がないので、いっぱい聞きたいところや解説いただきたいところがあるので、ちょっと越智さんの件も含めて、別途いろいろ質問やなんかをちょっと受けていただくことを約束していただきたいと思います。
○髙橋部会長　ありがとうございます。大丈夫だと思います。よろしくどうぞお願いいたします。ほかの方もご意見、ご質問があると思いますので、越智委員も、いろいろと確認をしたいことがあるかと思いますので、よろしくどうぞお願いいたします。ありがとうございます。
　　それでは、今日の議事については、終了させていただきたいと思います。ありがとうございました。
　　それから、そのほかに皆様方から是非今日の場で伝えておきたいということがありましたら、ご発言いただければと思いますが、いかがでしょうか、委員の皆様。
　　宮川委員、お願いいたします。
○宮川委員　すみません、東京都盲人福祉協会、宮川です。お時間ありがとうございます。
　　当事者委員の皆様に、ぜひ共有したい事項がございます。本年２月８日に、衆議院議員選挙が開催されたのはご記憶にあるかと思いますが、その際、戦後の中で解散告示から投票日までの期間が最短だったということで、我々視覚障害者にとっては情報保障の観点から、もう最悪の選挙でした。例えば、投票用紙に点字が打たれていない白紙の紙が渡されてしまったりとか、事前の情報保障がほとんど間に合っていないという状況でした。
　　解散した次の日に、東京都選挙管理委員会課長から私のところに連絡がありまして、もうどうやっても今回は間に合わないと。なので、申し訳ないというご連絡はあったんですが、選挙が終わってみたら、もう無効票がすごかったというような状況がありました。それを受けて、当会としては、東京都選挙管理委員会課長宛てに要望書を提出して、これは、やはり現行の公職選挙法が、期日の部分で、こういった要配慮者への対応が整っていないんだろうということで、その辺の改善要求をいたしました。
　　それを受けて、私、地元八王子の障害者自立支援協議会で、当事者委員に、皆さんの中で、選挙において困っていませんかという問いをしたところ、今、机上に配付をされたと思うんですけれども、様々な障害当事者及び関係者からかなりの意見が上がったんですね。ということは、やはり現状の公職選挙法というのは、我々障害者にマッチしていないんだろうなと思っています。引き続き当会としては、この辺を踏まえて、声を上げていく用意をしておりますが、ぜひほかの当事者の皆さんからも、何かあれば前回に引き続き私の連絡先が書いてあると思いますので、ぜひご意見いただければと思います。よろしくお願いいたします。
○髙橋部会長　ありがとうございます。国レベルでもいろいろ課題になっているかと思います。
○市橋委員　市橋です。
　　私も同じことを思っていて、ちょうどおととい東京都の選挙管理委員会に、行きました。東京都選挙管理委員会、努力はしたと思います。あんな短い期間で選挙をやった、誰がまずいって言いたいわけではないだけど、やっぱりああいう事態は二度と起こるべきではないということを私たちも思い、都の選管も大変な事態だったという答えをいただきました。報告でした。
○髙橋部会長　ありがとうございました。
　　ほかにございますか。何かありますか。よろしいでしょうか。
　　それでは、本日の議事をこれで終了させていただきたいと思います。
　　非常にたくさんのご発言をいただきました。重要な専門部会となったかと思います。それも踏まえて、この後、事務局とも協議をしながら進めてまいりたいと思います。よろしくお願いいたします。
　　それでは、最後に事務局から連絡をお願いいたします。
○篠福祉のまちづくり担当課長　事務局の篠でございます。
　　今後のスケジュールでございますが、次回は第２回福祉のまちづくり推進協議会を９月から１１月頃にかけて開催を予定しております。開催が近づきましたら、事務局より日程調整のご連絡をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。
　　また、こちらの意見書の最終調整につきましては、髙橋部会長と調整をいたしまして、委員の皆様にも事前にご確認をいただきました上で、第２回福祉のまちづくり推進協議会で意見書についてご了承いただき、都に対しまして、意見具申をいただく予定でございます。委員の皆様のご協力をよろしくお願い申し上げます。
　　最後に机上の資料のうち、５点の冊子は事務局で回収いたしますので、そのまま置いていただきますよう、お願いいたします。
　　本日は大変貴重なご意見を賜りまして、誠にありがとうございました。
　　事務局からは以上でございます。
○髙橋部会長　ありがとうございました。それでは、これをもちまして、福祉のまちづくり推進協議会第５回専門部会を閉会とさせていただきたいと思います。
　　どうも皆様方、ありがとうございました。オンラインの皆様もありがとうございました。
（午後１２時０７分　閉会）

８

2３
